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はじめに

21世紀に入り学校教員の大量採用時代が到来した。児童

生徒数の減少が緩やかになり、1970年代に採用された教員

が定年を迎え退職者が増大していることがその要因である。

中でも、大都市地域の小学校教員の採用数は急激に増加して

きた。しかし、大都市地域において国立教員養成学部からの

教員供給は伸び悩んでいる。全国の公立小学校教員採用数で

国立教員養成学部卒業者のシェアは5割を割り込み、代わっ

て一般学部出身者の教員採用が増加している。05年度以降、

新たに小学校教員養成の課程認定を受けた私立大学の数は急

増し、09年度には学部から大量の卒業生が輩出するため、学

校教員の供給源はますます多様化する。本稿では、21世紀初

頭の学校教員養成の制度的構造の変化を分析し、国立教員養

成学部と一般学部の役割について考察する。

教員採用状況の急展開

80年代半ばから00年まで約15年間、教員採用は急激な減

少が続き、00年春の公立学校教員採用数（全校種総計で、教

諭としての正規採用）は約1万1000人で、戦後最少であっ

た。しかし、21世紀に入るやいなや教員採用数は急増し、04

年には2万人の大台に乗り、07年春には2万4000人近くに

まで増加した。

教員の大量採用は首都圏から関西圏へと広がり、全国に波

及しつつあるが、ここには二つの明暗がある。一つは、学校

種別の明暗である。すなわち、小学校は採用数が急増し、中

学校も回復しているが、高校はまだ低迷しており、07年春の

採用者数は戦後最少であった。もう一つの明暗は、大都市部

と地方部の明暗である。首都圏・中京圏・近畿圏では大量採

用が続いているが、地方遠隔地では採用数が減少していると

ころも多い。この数年、地域間の明暗は大きくなっている。

近年の教員採用において、上記の二つと並んで注目すべき

現象が現れている。それは、国立教員養成学部からの教員就

職者数の伸び悩みである。

図表1（P.21）は、国立の48教員養成学部（教員養成課程

のみ）の卒業者の教員就職状況を示している。04年3月の卒

業者以降、教員就職者数（正規採用と臨時採用の合計）と教

員就職率（教員採用者数／卒業者数）が停滞している。筆者

は、99年3月卒業者の32％を底に、01年3月卒業者38％、

02年3月卒業者45％、03年3月卒業者52％、04年3月卒業

者56％と顕著に増加した国立教員養成学部の教員就職率は、

さらに上昇するだろうと考えていた。ところが、05年３月卒

業者の数字は、前年と同様の56％、その後も、06年3月卒

業者56％、07年3月卒業者57％と推移した。国立教員養成

学部の教員就職者数の伸び悩みは本物のようである。

なぜ、全国の教員採用者は21世紀に入り顕著に増大して 19
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いるのに、国立大学の、教員養成学部卒業者の教員就職者数

は増加しないのだろうか。以下では、この謎を解いてみたい。

国立大学の教員養成学部の採用数停滞の原因として、次の

ような四つの仮説が考えられる。

仮説1 地方の教員採用が増えておらず、国立教員養成学部の

多数を占める地方大学からの就職が伸び悩んでいる

2 大都市地域の国立教員養成学部からの大都市部への

教員供給不足

3 国立教員養成系の学生の質の低下

4 非教員養成の一般大学・学部、特に私立大学の伸張

仮説１と仮説２を検証するために、地域別の学校教員採用

数と国立の教員養成学部の教員就職状況を分析してみよう。

図表2から、関東、中部、近畿では教員採用数は顕著に増

加しているのに対して、北海道、東北、中国、四国、九州で

は、04年ごろから減少に転じていることが分かる。大都市圏

では教員採用は急増しており、全国の教員採用数の8割近く

が関東、中部、近畿の地域で占められている。

それにもかかわらず、大都市地域の国立教員養成学部の教

員就職者数は大して増加していない。図表3は、48の学部を

関東、中部、近畿に所在する大都市地域所在学部（埼玉、千

葉、東京学芸、横浜国立、愛知教育、京都教育、大阪教育、

奈良教育、兵庫教育の 9大学・学部）と他の地域（残りの

39）に分け、教員就職数の推移を図示している。この図か

ら、大都市大学も地方大学も、共に教員就職者数は伸びてい

ないことが読み取れる。

教員採用数が停滞あるいは減少している地方の教員養成学

部の伸び悩みは十分理解できる。しかし、教員就職者数が大

幅に増加している大都市地域にある9教員養成学部の教員就

職者数は、99年の約1,500人から07年の約2,000人へと、8年

でわずか500人程度の増加にとどまっている。大都市地域の教

員養成学部の教員就職者数は、なぜ伸びていないのだろうか。

考えられる一つの理由は、98年から00年度までに実施さ

れた教員養成課程5,000人削減計画の「失敗」である。教員

養成課程から史上最低数の1万人の卒業生が巣立つことにな

った04年3月には、すでに教員採用数は大幅に増加してい

た。教員需要が急増した時期に、教員の供給が3分の2に減

少するという需給のミスマッチが発生したのである。しかも、

5,000人削減計画では、教員需要が急増した大都市地域にあ

る教員養成課程も例外なく入学定員が削減された＊1。教員採

用数の急増が始まることが見込まれていた大都市地域に所在

するこれらの学部の入学定員削減は、あまりにもタイミング

が悪かった。

教員就職者の伸び悩みの理由は入学定員だけではない。9

教員養成学部の07年3月卒業者の教員就職率を調べてみる

と、兵庫教育（79.7％）、愛知教育（75.2％）、大阪教育

（61.9％）、千葉（60.1％）、奈良教育（64.7％）、京都教育

（64.6％）、東京学芸（57.1％）、埼玉（50.8％）、横浜国立

（43.4％）と低くなっていく。特に埼玉と横浜国立の教員就職

率は、全国平均（56.9％）を下回っており、逆に、教員以外へ

の就職率が高くなっている（横浜国立30.2％、埼玉27.3％）。

大都市部に位置しているだけに民間企業の求人も多いのだろ

うが、学部名の変更を含めて大幅に変更した教育学部は、教

員養成という学部の使命が希薄化したのかもしれない。

出身機関別就職状況

国立教員養成学部と一般学部・短大・大学院等

次に、仮説3と仮説4を検討しよう。小学校教員を事例と

して採用者の出身機関を分析する。図表4には3本の折れ線が

あるが、このうち二つは、採用者に占める国立教員養成学部
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＊1  95年度の教員養成課程の入学定員は大都市地域9学部4,110人、地方1万
1,685人だったが、00年度にはそれぞれ3,090人、6,680人になり、5年間の
削減数はそれぞれ1,020人、6,680人であった。削減率は、大都市地域25％、
地方43％と地方の方が多い。このように文部科学省は地域間の教員需要を
まったく無視していたわけではなかったが、大量採用が目前に迫っていた
大都市地域の教員養成課程の入学定員削減は不必要であった。
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特集　教師の成長を支えるために必要なこととは

図表［1］国立教員養成学部の教員就職状況と公立小中学校の教員採用数
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＊文部科学省「平成19年3月卒業者の国立の教員養成大学・学部（教員養成課程）の就職状況について」（2007年12月14日）及びその前年度までの資料、
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図表［2］地域別公立学校教員採用数：小中高合計
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図表［3］国立教員養成学部からの教員就職者数：大都市大学と地方大学
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図表［4］国立教員養成学部及び一般学部の採用者に占める割合と採用試験での「強さ」：小学校
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と一般大学学部の出身者の割合を示している。採用者に占め

る国立教員養成学部出身者の割合は急速に減少し、04年春に

は50%を割り込んだ。06年にはついに一般学部出身者の割合

が、国立教員養成学部を上回るようになっている。

ここでいう「一般学部」とは、私立大学を含めた多様な学

部から成りたっている。まず、国立の教員養成学部の非教員

養成課程である。次に、私立の課程制＊2をとる3教育学部

（文教、常葉学園、岐阜聖徳学園）、国立や私立の大学の教育

学部、国公私立の文学部教育学科や家政系学部児童学科、子

ども学部や人間発達学部などがある。さらに中学校や高校の

教員の最大の供給源となっている文学部や理学部などがある。

図表5に示しているように、小学校教員の免許状は、07年

度末には約1万7,000件しか授与されていない。中学校教員免

許状は5万2,000件、高校教員免許状は7万3,000件も授与さ

れていることからもうかがえるように、小学校の教員養成の供

給量は少ない。長い間、国立の教員養成学部の卒業者は小学

校教員免許状取得者の6割以上を占めてきたが、近年50％を

割り込んでいるのである。

21世紀初頭は、国立の教員養成学部が小学校教員の一種

免許状取得者と採用者において、50%を下回るようになった

という点でわが国の教員養成の歴史に残る重要な転換点であ

る。わが国の教員養成は徐々に計画養成色が薄まり、柔軟な

教員養成システムへと変化しつつある。

図表4（P.21）には、小学校教員を事例として、公立学校教

員採用試験での国立教員養成学部出身者の「強さ」も示して

ある。ここでの「強さ」とは、国立教員養成学部出身者の採用

率（採用者数／受験者数）を一般大学出身者の採用率で割った

数値である。この数字が1以上であれば、国立教員養成出身

者が一般大学出身者よりも合格者が高く、教員採用試験に強

いことを示している。折れ線を見ると、90年代後半以降、国

立教員養成学部出身者の「強さ」は、徐々に低下してきている。

次に、国立教員養成学部への入学者の質の変化について、

大学入試の難易度を分析してみよう。ここでは、文学部を比

較の対象として設定し、文学部を有する4大学（千葉、金沢、

岡山、熊本）の教育学部の小学校教員養成課程と中学校教員

養成課程（国語科と社会科）と文学部（原則として文学科）

の３者の大学内での難易度の順位を算出し、４大学の推移を

調べた＊3。その結果は、図表6に示している。

4大学によって多少の差はあるが、90年代初めまで、入学

難易度は、おおむね中学校教員養成課程＞文学部＞小学校教

員養成課程の順であった。92年と01年には一部の大学で中

学校教員養成課程の難易度が低下し、文学部が最難関になっ22
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図表［5］近年の小学校教諭免許状の取得状況：出身大学等別
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図表［6］教員養成学部の入学難易度の順位変化
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図表［7］近年の小学校教諭免許状の認定課程を有する大学数の推移

国立大学�
公立大学�
私立大学�
短大�
大学院�
専攻科�
短大専攻科�
指定養成機関�

2001
49

3
41
35
76

8

2

2002
51

3
41
35
77

8

2

2003
51

3
42
32
76
10

2

2004
51

3
44
33
77
10

4
2

2005
51

2
50
33
79
11

4
2

2006
51

2
64
33
82
11

4
2

2007
51

2
96
33
85

9
4
2

＊(%)は、一種免許状授与数に占める国立教員養成学部の割合である
＊その他は、指定教員養成機関などである。文部科学省「教員免許状の授与状
況」『教育委員会月報』各年5月号、08年のみ6月号より作成

＊『蛍雪時代』臨時増刊号毎年11月号、河合塾全国進学情報センター『栄冠
をめざして』各年度より作成

出典：『教育委員会月報』2008年度までの毎年5月号
＊文部科学省「教員免許状の授与状況」『教育委員会月報』08年度までの各年

5月号より作成



た。しかし05年及び08年入試では、中学校教員養成課程の

人気が復活し、かつてと同じような順位となった。なお、小

学校教員養成課程の人気は、近年上昇の傾向にある。

これらの分析結果から、仮説3「教員養成系の学生の質の低

下」が一部見られること、仮説4の前半部「非教員養成の一

般大学・学部の伸張」は否定できないように思われる。仮説4

の後半部「私立大学の伸張」については、次節で検討する。

私立大学の伸張と今後の課題

近年における国立教員養成学部と私立大学の対応は、対照

的である。文部科学省は教員分野の入学定員抑制を05年3

月に撤廃した。これを受けて国立で教員養成課程の入学定員

の増加を行ったのはこれまでに7大学あり、このうち埼玉大

学、京都教育大学、岡山大学の3大学は06年４月に非教員

養成課程を廃止し、教員養成課程に一本化したものの、全体

として動きは低調である。

他方、私立大学側の動きは活発で、これまで国立教員養成

学部の金城湯池であった小学校教員の養成に新規参入が相次

いでいる。図表7は、小学校の教員養成の課程として認定を

受けた学部学科を有する大学等の数を示している。私立大学

の課程認定校の数は04年度には44大学であったが、05年度

には50大学、06年度には64大学、07年度には96大学、08

年度には117大学になった。この中には、人間発達学部や子

ども学部等の名称をもつ「準教員養成学部」が多い。

05年４月に入学者を迎えた私立の「一般学部」からは、09

年３月に大量の卒業生が教育界に送り出される。教員免許状

の取得者数と教員採用者数において、国立教員養成学部を凌

駕することになろう。特に大都市地域の都府県では、国立教

員養成学部よりも私立大学の方が圧倒的に優位になるだろう。

従来、小学校の教員養成は国による計画養成とされ、国立の

教員養成学部が主たる役割を担ってきたが、今後は私立の一

般学部も大きな役割を果たすようになろう。

しかし、国立教員養成学部に比べて私立の一般学部は、少

数科目入試、教育実習実施体制の未整備など教育上の多くの

問題を抱えている。小学校教員は原則として全教科を担当し

なければならない。理数教科が不得意では済まされない。大

学入試や教員養成カリキュラムを整備し、幅広い教養と実践

的指導力を備えた教員の養成という社会の要請を責任をもっ

て果たす必要がある。他方、国立の教員養成学部は、20世紀

末の危機が過ぎ去り教員採用が回復したことに安堵し、現状

維持の姿勢になっている傾向がないとはいえない。教員需要

が大きい地域では新課程を振替えて教員養成課程の入学定員

の増大が必要である。今こそ教員養成という学部の社会的使

命を積極的に実現できる時代なのである。
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特集　教師の成長を支えるために必要なこととは

● 潮木守一著「再び『教員需要の将来展望』を論じる」
ウェブサイト（http://www.ushiogi.com/juyou.html）掲載／2008年9月4日確認

● 山崎博敏著『教員採用の過去と未来』玉川大学出版部／1998年
● 山崎博敏著「21世紀における学校教員の養成と確保」／『教育学研究』第70
巻第2号収録／2003年

References

図表［8］私立の小学校教員養成課程の認定大学117校一覧：2008年4月現在

札幌学院大学＊／北翔大学＊／東北女
子大学／盛岡大学／宮城学院女子大
学＊／東北福祉大学＊／茨城キリスト
教大学／常磐大学＊／白鴎大学＊　／
共愛学園前橋国際大学＊／群馬社会
福祉大学＊／文教大学／十文字学園
女子大学＊／聖学院大学＊／聖徳大
学／敬愛大学＊／淑徳大学＊／帝京平
成大学＊／川村学園女子大学＊／植草
学園大学＊／青山学院大学／大妻女
子大学／国士舘大学（2）／昭和女子
大学＊／白梅学園大学＊／白百合女子
大学＊／聖心女子大学／創価大学／
大東文化大学／高千穂大学＊／玉川

大学／帝京大学／東京家政大学／東
京家政学院大学＊／東京純心女子大
学＊／東京福祉大学（2）＊／日本女子
大学（2）／武蔵野大学＊／明星大
学／立教大学／東洋大学＊／文京学
院大学＊／早稲田大学＊／鎌倉女子大
学（2）／関東学院大学＊／相模女子
大学＊／桐蔭横浜大学＊／金沢星稜大
学＊／北陸学院大学＊／岐阜女子大学＊

／岐阜聖徳学園大学（2）／中部学院
大学＊／東海学院大学＊／常葉学園大
学／愛知淑徳大学＊／桜花学園大学＊

／金城学院大学＊／椙山女学園大学＊

／中京女子大学／名古屋芸術大学＊

／名古屋女子大学／愛知学泉大学＊

／中部大学＊／名古屋経済大学＊／日
本福祉大学＊／皇學館大学／京都女
子大学／京都橘大学＊／京都ノートル
ダム女子大学＊／同志社女子大学＊／
佛教大学／立命館大学＊／大阪大谷
大学／大阪樟蔭女子大学＊／大阪総
合保育大学＊／関西大学＊／四天王寺
大学／千里金蘭大学＊／相愛大学＊／
常磐会学園大学＊／東大阪大学＊／プ
ール学院大学＊／芦屋大学／関西国
際大学＊／甲南女子大学＊　／神戸女
子大学／神戸親和女子大学／武庫川女
子大学／聖トマス大学＊／神戸海星

女子学院大学＊／神戸松蔭女子学院
大学＊／園田学園女子大学＊　／近大
姫路大学＊／畿央大学／環太平洋大
学＊／吉備国際大学＊／就実大学＊／
中国学園大学＊／ノートルダム清心
女子大学／美作大学／くらしき作陽
大学＊／広島女学院大学＊／広島文教
女子大学／安田女子大学／梅光学院
大学＊／山口学芸大学＊／四国大学／
徳島文理大学／四国学院大学／高松
大学＊／九州女子大学＊／西南学院大
学／中村学園大学／長崎純心大学＊

／鹿児島国際大学／鹿児島純心女子
大学＊／沖縄大学＊

＊大学名の後の＊は、2004年4月以降に入学者募集を始めた大学。＊大学名の後の（2）は、2つの学部または学科、課程が認定を受けていることを示す
＊教員養成・免許制度研究会編集『教員免許ハンドブック2課程認定編』第一法規、07年及び
中央教育審議会初等中等教育分科会教員養成部会（第53回）議事録・配付資料4の「3．私立大学の学部等の課程」（07年12月25日）を基に作成

＊2  学部には通常、それぞれの専攻分野ごとに学科が置かれるが、教員養成を
目的とする学部では学生の履修上の区分に応じて組織された教員養成課程
が置かれる。国立の教員養成学部と私立の3学部（文教大学・常葉学園大
学・岐阜聖徳学園大学の教育学部）は課程制を採用している。

＊3  4大学は総合大学で、文学部があることから分析の対象として選んだ。入学
難易度に関する数値は、資料や年により合格ボーダーライン得点や入試セ
ンター試験得点率、難易度ランクなどさまざまであるため、同一大学内で
の文学部・小学校教員養成課程・中学校教員養成課程の間の相対的順位を
計算することにした。なお、小学校教員と中学校教員の免許状を同時に取
得させる統合型教員養成課程（岡山大学と金沢大学）には小学校と中学校
の教員養成課程に同じ数値を割り当てた。
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